
議第６号 

 

   高山市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

 高山市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定するものとする。 

 

  平成２８年２月２９日提出 

 

高山市長  國 島  芳 明    

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方公務員災害補償法施行令の改正に伴い改正しようとする。 

  

ただいま 議題となりました「議第９５号 高山市職員の退職手当に関する条例等

の一部を改正する条例について」 ご説明申し上げます。 

 

議案綴りの２７ページをご覧ください。 

 

 

 提案理由としましては、 

国家公務員の在職期間中における不祥事が退職後に発覚したことを契機に、 

退職手当制度の一層の適正化を図り、公務に対する信頼確保に資するため、 

退職後に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められるに至った者の 

退職手当の「全部」又は「一部」を返納させることができることとするなど、 

退職手当に係る 支給制限 および 返納制度 の見直しを行うため、 

国家公務員退職手当法の一部を改正する法律が平成２０年１２月２６日に公布さ

れ、平成２１年４月１日から施行されたところであり、 

国家公務員退職手当法の改正等に伴い 改正しようとするもの でございます。 

 

 

 

 

２８ページをご覧ください。 

 

防衛省 守屋元事務次官 

利益関係者（「山田洋行」の宮崎元専務）
との在職中の約２００回にもおよぶゴル
フ接待など 



   高山市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例 

 高山市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年高山市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

附 則 附 則 

（他の法令による給付との調整） （他の法令による給付との調整） 

第６条 年金たる補償の額は、当該補償の事由と

なつた障がい又は死亡について次の表の左欄

に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表の中

欄に掲げる法律による年金たる給付が支給さ

れる場合には、当分の間、この条例の規定に

かかわらず、この条例の規定（第１４条の２

を除く。）による年金たる補償の年額に、同

表の左欄に掲げる当該年金たる補償の種類に

応じ同表の中欄に掲げる当該法律による年金

たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じ

て得た額（その額が当該年金たる補償の年額

から当該補償の事由となつた障がい又は死亡

について支給される同表の中欄に掲げる当該

法律による年金たる給付の額の合計額を控除

した残額を下回る場合には、当該残額）とし、

これらの額に５０円未満の端数があるとき

は、これを切り捨て、５０円以上１００円未

満の端数があるときは、これを１００円に切

り上げるものとする。 

第６条 年金たる補償の額は、当該補償の事由と

なつた障がい又は死亡について次の表の左欄

に掲げる年金たる補償の種類に応じ同表の中

欄に掲げる法律による年金たる給付が支給さ

れる場合には、当分の間、この条例の規定に

かかわらず、この条例の規定（第１４条の２

を除く。）による年金たる補償の年額に、同

表の左欄に掲げる当該年金たる補償の種類に

応じ同表の中欄に掲げる当該法律による年金

たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じ

て得た額（その額が当該年金たる補償の年額

から当該補償の事由となつた障がい又は死亡

について支給される同表の中欄に掲げる当該

法律による年金たる給付の額の合計額を控除

した残額を下回る場合には、当該残額）とし、

これらの額に５０円未満の端数があるとき

は、これを切り捨て、５０円以上１００円未

満の端数があるときは、これを１００円に切

り上げるものとする。 

傷病補

償年金 

国民年金法等の一部を改正する

法律（昭和６０年法律第３４号。

以下「国民年金等改正法」とい

う。）附則第８７条第１項に規

定する年金たる保険給付に該当

する障害年金（以下「旧船員保

険法の障害年金」という。） 

0.75 

国民年金等改正法附則第７８条 0.75 
 

傷病補

償年金 

厚生年金保険法（昭和２９年法

律第１１５号）による障害厚生

年金（以下単に「障害厚生年金」

という。）及び国民年金法（昭

和３４年法律第１４１号）によ

る障害基礎年金（同法第３０条

の４の規定による障害基礎年金

を除く。以下単に「障害基礎年 

0.73 

 



 第１項に規定する年金たる保険

給付に該当する障害年金（以下

「旧厚生年金保険法の障害年

金」という。） 

 

国民年金等改正法附則第３２条

第１項に規定する年金たる給付

に該当する障害年金（以下「旧

国民年金法の障害年金」とい

う。） 

0.89 

厚生年金保険法（昭和２９年法

律第１１５号）の規定による障

害厚生年金（以下単に「障害厚

生年金」という。）及び国民年

金法（昭和３４年法律第１４１

号）の規定による障害基礎年金

（同法第３０条の４の規定によ

る障害基礎年金を除く。以下単

に「障害基礎年金」という。） 

0.73 

障害厚生年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害基

礎年金が支給される場合を除

く。） 

0.86 

障害基礎年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害厚

生年金が支給される場合を除

く。） 

0.88 

障害補

償年金 

旧船員保険法の障害年金 0.74 

旧厚生年金保険法の障害年金 0.74 

旧国民年金法の障害年金 0.89 

障害厚生年金及び障害基礎年金 0.73 

障害厚生年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害基 

0.83 

 

 金」という。）  

障害厚生年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害基

礎年金が支給される場合を除

く。） 

0.88 

障害基礎年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害厚

生年金が支給される場合を除

く。） 

0.88 

国民年金法等の一部を改正する

法律（昭和６０年法律第３４号。

以下「国民年金等改正法」とい

う。）附則第８７条第１項に規

定する年金たる保険給付のうち

障害年金（以下「旧船員保険法

による障害年金」という。） 

0.75 

国民年金等改正法附則第７８条

第１項に規定する年金たる保険

給付のうち障害年金（以下「旧

厚生年金保険法による障害年

金」という。） 

0.75 

国民年金等改正法附則第３２条

第１項に規定する年金たる給付

のうち障害年金（以下「旧国民

年金法による障害年金」とい

う。） 

0.89 

障害補

償年金 

障害厚生年金及び障害基礎年金 0.73 

障害厚生年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害基

礎年金が支給される場合を除

く。） 

0.83 

 障害基礎年金（当該補償の事由 0.88 
 



 礎年金が支給される場合を除

く。） 

 

障害基礎年金（当該補償の事由

となつた障がいについて障害厚

生年金が支給される場合を除

く。） 

0.88 

遺族補

償年金 

国民年金等改正法附則第８７条

第１項に規定する年金たる保険

給付に該当する遺族年金 

0.80 

国民年金等改正法附則第７８条

第１項に規定する年金たる保険

給付に該当する遺族年金 

0.80 

国民年金等改正法附則第３２条

第１項に規定する年金たる給付

に該当する母子年金、準母子年

金、遺児年金又は寡婦年金 

0.90 

厚生年金保険法の規定による遺

族厚生年金（以下単に「遺族厚

生年金」という。）及び国民年

金法の規定による遺族基礎年金

（国民年金等改正法附則第２８

条第１項の規定により支給され

る遺族基礎年金を除く。以下単

に「遺族基礎年金」という。） 

0.80 

遺族厚生年金（当該補償の事由

となつた死亡について遺族基礎

年金が支給される場合を除く。） 

0.84 

遺族基礎年金（当該補償の事由

となつた死亡について遺族厚生

年金が支給される場合を除く。）

又は国民年金法の規定による寡

婦年金 

0.88 

 

 となつた障がいについて障害厚

生年金が支給される場合を除

く。） 

 

旧船員保険法による障害年金 0.74 

旧厚生年金保険法による障害年

金 

0.74 

旧国民年金法による障害年金 0.89 

遺族補

償年金 

厚生年金保険法による遺族厚生

年金（以下単に「遺族厚生年金」

という。）及び国民年金法によ

る遺族基礎年金（国民年金等改

正法附則第２８条第１項の規定

による遺族基礎年金を除く。以

下単に「遺族基礎年金」という。） 

0.80 

遺族厚生年金（当該補償の事由

となつた死亡について遺族基礎

年金が支給される場合を除く。） 

0.84 

遺族基礎年金（当該補償の事由

となつた死亡について遺族厚生

年金が支給される場合を除く。）

又は国民年金法による寡婦年金 

0.88 

国民年金等改正法附則第８７条

第１項に規定する年金たる保険

給付のうち遺族年金 

0.80 

国民年金等改正法附則第７８条

第１項に規定する年金たる保険

給付のうち遺族年金 

0.80 

国民年金等改正法附則第３２条

第１項に規定する年金たる給付

のうち母子年金、準母子年金、

遺児年金又は寡婦年金 

0.90 

 



２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表

の左欄に掲げる法律による年金たる給付が支

給される場合には、当分の間、この条例の規

定にかかわらず、この条例の規定による休業

補償の額に、同表の左欄に掲げる法律による

年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げ

る率を乗じて得た額（その額がこの条例の規

定による休業補償の額から同一の事由につい

て支給される当該年金たる給付の額の合計額

を３６５で除して得た額を控除した残額を下

回る場合には、当該残額）とする。 

２ 休業補償の額は、同一の事由について次の表

の左欄に掲げる法律による年金たる給付が支

給される場合には、当分の間、この条例の規

定にかかわらず、この条例の規定による休業

補償の額に、同表の左欄に掲げる法律による

年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げ

る率を乗じて得た額（その額がこの条例の規

定による休業補償の額から同一の事由につい

て支給される当該年金たる給付の額の合計額

を３６５で除して得た額を控除した残額を下

回る場合には、当該残額）とする。 

旧船員保険法の障害年金 0.75 

旧厚生年金保険法の障害年金 0.75 

旧国民年金法の障害年金 0.89 

障害厚生年金及び障害基礎年金 0.73 

障害厚生年金（当該補償の事由となつた

障がいについて障害基礎年金が支給され

る場合を除く。） 

0.86 

障害基礎年金（当該補償の事由となつた

障がいについて障害厚生年金が支給され

る場合を除く。） 

0.88 

 

障害厚生年金及び障害基礎年金 0.73 

障害厚生年金（当該補償の事由となつた

障がいについて障害基礎年金が支給され

る場合を除く。） 

0.88 

障害基礎年金（当該補償の事由となつた

障がいについて障害厚生年金が支給され

る場合を除く。） 

0.88 

旧船員保険法による障害年金 0.75 

旧厚生年金保険法による障害年金 0.75 

旧国民年金法による障害年金 0.89 
 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の高山市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

附則第６条第１項及び第２項の規定は、施行日以後に支給すべき事由の生じた年金たる補償及び

休業補償並びに施行日前に支給すべき事由の生じた施行日以後の期間に係る年金たる補償につい

て適用し、施行日前に支給すべき事由の生じた施行日前の期間に係る年金たる補償及び施行日前

に支給すべき事由の生じた休業補償については、なお従前の例による。 

 


